
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損
失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（償 却 費 損 益 内）

建 物 547¶011¶054 78¶970¶185 0 625¶981¶239 143¶715¶244 31¶413¶793 0 0 0 482¶265¶995

構 築 物 195¶220¶818 14¶490¶000 230¶000 209¶480¶818 38¶091¶640 11¶109¶515 0 0 0 171¶389¶178

機 械 装 置 36¶607¶331 0 1¶825¶118 34¶782¶213 24¶829¶890 2¶482¶989 0 0 0 9¶952¶323

車 両 運 搬 具 25¶011¶180 545¶000 0 25¶556¶180 20¶513¶564 1¶672¶174 0 0 0 5¶042¶616

工具器具備品 1¶713¶131¶931 847¶395¶625 130¶622¶089 2¶429¶905¶467 1¶122¶365¶703 174¶970¶606 0 0 0 1¶307¶539¶764

計 2¶516¶982¶314 941¶400¶810 132¶677¶207 3¶325¶705¶917 1¶349¶516¶041 221¶649¶077 0 0 0 1¶976¶189¶876

有 形 固 定 資 産
（償 却 費 損 益 外）

建 物 23¶170¶813¶989 2¶531¶210¶597 0 25¶702¶024¶586 8¶331¶273¶062 968¶098¶443 3¶698¶933 0 0 17¶367¶052¶591 ＊１

構 築 物 861¶913¶707 121¶648¶275 69¶524 983¶492¶458 448¶799¶013 33¶311¶465 2¶926¶265 0 0 531¶767¶180

工具器具備品 2¶669¶327¶208 917¶057¶484 0 3¶586¶384¶692 2¶236¶923¶353 87¶900¶210 0 0 0 1¶349¶461¶339

計 26¶702¶054¶904 3¶569¶916¶356 69¶524 30¶271¶901¶736 11¶016¶995¶428 1¶089¶310¶118 6¶625¶198 0 0 19¶248¶281¶110

非 償 却 資 産 土 地 53¶786¶618¶775 0 0 53¶786¶618¶775 ` ` 8¶873¶000 0 0 53¶777¶745¶775

建 設 仮 勘 定 2¶216¶485¶055 1¶668¶244¶223 2¶676¶985¶458 1¶207¶743¶820 ` ` 0 0 0 1¶207¶743¶820 ＊２

収 蔵 品 3¶291¶090¶104 93¶347¶176 103¶033¶527 3¶281¶403¶753 ` ` 0 0 0 3¶281¶403¶753

計 59¶294¶193¶934 1¶761¶591¶399 2¶780¶018¶985 58¶275¶766¶348 0 0 8¶873¶000 0 0 58¶266¶893¶348
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６．重要な債務負担行為
該当事項なし

７．金融商品関係
保有している金融商品の重要性が乏しいため、注記を省略している。

８．賃貸等不動産関係
当法人は、東京都その他の地域において、賃貸等不動産を保有しているが、賃貸等不動産の総額
に重要性が乏しいため、注記を省略している。
９．資産除去債務
（資産除去債務の概要）
産業技術史資料情報センターの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務および放射線障害防止法に
基づく、工具器具備品の除去費用等である。
（資産除却債務の金額の算定方法）
負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、使用見込期間を１年４ヶ月～６年と見積
り、割引率は0•140％～0•688％を使用している。
（当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減）
期首残高~ 15¶300¶144円
有形固定資産の取得に伴う取得増加額 `円
時の経過による調整額 513¶753円
期末残高 15¶813¶897円

~ 当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（独立
行政法人会計基準研究会 平成22年10月25日最終改訂）並びに「「独立行政法人会計基準」及び「独
立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士
協会 平成22年11月最終改訂）に基づき、資産除去債務に係る会計処理を適用したことによる期
首時点における残高である。

10．不要財産に係る国庫納付等
\ 不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

国から現物出資された土地（144fl 出資額10¶080¶000円）と東京電力株式会社所有の土地
（105•72fl 評価額7¶400¶400円）とを交換した際に発生した差金である。
（144fl－105•72fl）×70¶000円（fl単価）＝2¶679¶600円

] 不要財産となった理由 将来にわたり、業務運営に支障はないため。
^ 国庫納付等の方法 現金納付
_ 譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額 `円
` 国庫納付に当たり譲渡収入により控除した費用の額 `円
a 国庫納付等の額 2¶679¶600円
b 国庫納付等が行われた年月日 平成23年３月25日
（減資額） 2¶679¶600円
11．重要な後発事象
該当事項なし
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